
平成２８年 平成２９年 平成３０年
検討内容 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

平成２８年 平成２９年 平成３０年
検討内容 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

非標本誤差の縮小等に係る今後の検討・検証の工程表（イメージ）

国勢調査

の個票デー

タの二次利

用申請

【厚生労働省における検討】 
 国勢調査の個票データに係る集

計・検証・分析等 
・本調査と国勢調査の一定の条件

下での調査対象の比較・検証（注） 
・上記を踏まえた推計方法の見直し

に係る検討 

 

有識者による検討等 

【厚生労働省における再検

討】 
 必要により再検証・分析

など （再度の二次利用申

請を含む） 

 【厚生労働省における検討】 
平成３１年国民生活基礎調査（大規模調

査）に係る企画開始 

【厚生労働省における検討等】 
○国民生活基礎調査の推計方法等に係る検証につい

ての対応方針などの内部検討

○研究会での議論に必要となる資料作成等 

 【厚生労働省における検討】 
平成３１年国民生活基礎調査（大規模調

査）に係る企画開始 

【新たな研究会等】

 非標本誤差の縮小に係る検討・検証を複数回行い、報告書等を

作成し公表（平成３０年３月目途） 

【注意点】 

本工程表（イメージ）については、平成28年１月時点の案であり、今後、予算事情及び人的リソース等などに応じて適宜、計画が変更されることがあり得る。 

【厚生労働省における準備・事務等】 
○新たな「研究会」等開催のための予算要求

○研究会に参加可能な有識者の選考・任命・開催のための事務手続等

 第１の検討に対する

検証・評価及び第２の

研究会等開催のため

の企画を行う予定 

（注）

 本調査と国勢調査が同時期に実施された平成22年調査をもって、また、同一の調査地区・調査区に係る詳細な分析が可能な平成25年調査をもって、世帯属性や年齢構成等の比較・検証を一定の地

域レベルで実施することを示す。 

なお、上記の国勢調査との比較・検証に当たっては、国民生活基礎調査の準備調査結果のみならず、世帯票及び所得票についても原データレベルの情報をもって、回収結果の世帯属性や年齢構成

等の分布に係る検討を行う。 

＜原データレベルでの

 比較・検証＞

 国民生活基礎調査と国 
勢調査の世帯分布等に 
おける乖離に係る比較・ 
検証結果を踏まえた検討

第１の検討 

＜推計方法等の検証

・検討＞ 

 国民生活基礎調査の推 
計方法等に係る検証・検 
討 

第２の検討 

平成28年１月 

厚生労働省 

資料２の参考資料１ 

2
7



2
8


	Sheet1



